ラオス中部プーカオクワイNBCAにおけるコミュニティ・ベースド・エコツーリズムの現状と課題　――コモンプール・アプローチに基づく実証研究―― by 森 朋也
1 ．は じ め に
1-1　問 題 背 景
　東南アジアで唯一内陸国であるラオスでは，観光業は，重要な産業セクターの 1 つであ
る。ラオスの政府統計（LNTA, 2014）によれば，2014年のラオスの観光数は，約400万人で
あり，観光収入は 6 億4100万米ドルであった。また，ラオスの観光業は，重要な外貨獲得源
であり，同報告書によれば，産業別の輸出高でみると，観光業は， 6 億4100万米ドルで，全
体の20％を占めている。観光業は，鉱業に次いで第 2 位に位置している。また，WTTC 
　本論文は，ラオス中部ボリカムサイ県のプーカオクワイ国家生物多様性保全地域
（National Biodiversity Conservation Area：NBCA）で実施されているコミュニティ・ベ
ースド・エコツーリズム（Community Based Eco Tourism：CBET）をコモンプール理
論の枠組（コモンプール・アプローチ）から検証するものである。その分析結果から，当
該地域の CBET における地域コミュニティの「参加」形態や CBET からの収益配分の構
造，および課題が明らかになった。まず，地域コミュニティの参加形態については，当該
地域の CBET は，国家主導によるものであり，地域コミュニティの参加は限定的なもの
であったことがわかった。つぎに，CBET から当該地域への収益配分の構造は，以下の
ようになっていた。（1）二村落では，村落内の低所得世帯を優先的にガイドやホームステ
イとして雇用することで，収益が低所得世帯に配分されるように仕組みが作られていた。
（2）CBET の収益の一部は，村落内のマイクロファイナンスの財源に充てられていた。
（3）プーカオクワイ NBCA への入山料は，政府による公共政策の財源となっていた。最
後に，当該地域の CBET の主な課題として，①地域コミュニティの更なる「参加」の必
要，②地域コミュニティへの観光事業に関するキャパシティビルディング，③社会資本の
整備，④新たなマーケティング戦略の策定があることが明らかになった。
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（2015）によれば，観光業は，観光旅行業だけでなく航空会社，ホテル，レンタカー会社等
を加えて考えると，GDP の約15％を占めており，労働者人口でも国内労働者全体の約13％
を占めている。
　とりわけ，ラオスは，豊かな自然環境と多種多様な文化からエコツーリズムの観光地とし
て注目されている。ラオスは，2008年には，ニューヨークタイムズの紙面で「次に行きたい
国」で 1 位に選ばれ（藤田，2008），また2009年には，世界観光機構主催の世界エコツーリ
ズム会議がビエンチャンで開催されている。エコツーリズムとは，地域固有の自然環境や歴
史・文化を観光資源として活用する観光の一形態であり，「観光客や地域コミュニティが，
地域観光資源保全の重要性を理解するという教育的側面をもちながら，保全自体が地域にと
って有益かつ持続可能な観光づくりをもたらすという観光の形態」（薮田，2015）である。
　ラオスのエコツーリズムの魅力の 1 つである自然景観は，地域ごとに異なる様相を呈して
いる。標高2,000m の山々に囲まれた北部では，メコン川と山々から形成される景観や豪快
に落下する滝などのダイナミックな自然景観を，標高が低く平原地帯が広がる中部・南部で
は石灰岩から形成されるカルスト地形，神秘的な鍾乳洞などをそれぞれ楽しむことができ
る。また，希少な動植物の観察を楽しむことができるエコツアーや野生の象と触れ合うこと
ができる体験ツアー，あるいはトレッキングやカヤッキングなどのアウトドアスポーツがあ
る。特に，国家が主導で保護・保全を行っている国家生物多様性保護地区（National 
Biodiversity Conservation Area: 以下，NBCA）1）では，トレッキングやバードウォッチング
などの希少な動植物の観察を楽しむことができる。NBCA は，政府は，国家生物多様性保
護区を設置することで，国土の生物多様性や水源涵養の保護・保全を行っている。NBCA
は，森林法と土地法に基づき，国家主導で管理される保護林・保全林であり，住民による資
源利用は原則禁止されている2）。その一方で，政府は，環境保全の一環として，エコツーリ
ズムとしての潜在性がある NBCA に関しては観光地としても活用している。
　ラオスの歴史・文化についていえば，ラオスに暮らす49の少数民族は重要な観光の要素と
なる。ラオスの少数民族は，地域の自然環境に合わせてそれぞれ異なる文化，歴史を持って
いる3）。また，ラオスの代表的な歴史・文化遺産は， 2 つの世界遺産であろう。 1 つは，
1）　ラオス政府は，1993年に第164号「国家生物多様性保護地区に関する首相法令」において，18カ
所の国家生物多様性保護地区を設置している。さらに，1995年に 2 カ所の NBCA が設置され，現
在，ラオスには，20カ所の NBCA が設置されており，国土面積の約12% を占めている。
2）　ラオスの土地利用や森林資源に関する法制度などのガバナンスについては，森（2014 ; 2015a ; 
2015b）を参照されたい。
3）　ラオスの民族は，居住する地域の標高差に応じて 3 つに分けられる。まず，標高400m 以下の平
原地域に居住するタイ語系のラオルム（低地ラオ族），つぎに，標高400m から800m 以下の山腹地
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1995年に文化遺産として登録されたルアンパバーン郡の市街地である。もう 1 つは，2001年
に文化遺産として登録されチャンパサック県の文化的景観と関連の遺跡群である。その他の
歴史・文化的な観光資源として，「ジャール平原の石壺群に代表される歴史的考証が不明な
遺跡群，ラオス南部カンボジアとタイの国境に近いチャンパサック県のクメール文化の寺院
ワットプー，ランサン王国時から王制崩壊までに建築された華麗な仏教寺院や宮殿，フラン
ス植民地時代の町並み，フアパン県ビエンサイにある革命軍政府の洞窟内の司令塔や住居な
どの革命を記念する構造物」（神澤，2004）などが挙げられる。
　その一方で，観光地化した地域では，自然環境が劣化してしまったり，景観が崩れてしま
ったり，あるいは地域コミュニティの暮らしが荒らされてしまったりするなどの負の影響も
指摘されている（横山，2007）。また，観光地に暮らしているコミュニティを事業に参加さ
せているにも拘らず，十分な対価を支払わず，政府や旅行会社のみが観光業からの利益を享
受している問題も指摘されている（須永，2012）。
　このような観光業に対して，ラオスでは，自然環境の保全と地域コミュニティの厚生向上
を目指すコミュニティ・ベースド・エコツーリズム（Community Based Eco Tourism：以
下，CBET）が注目されている。CBET は，地域コミュニティを基礎としたガバナンスや地
域コミュニティの厚生の視点を強調したエコツーリズムの議論である4）。本論文では，プー
カオクワイ NBCA を調査地として取り上げる。プーカオクワイ NBCA は，首都ビエンチ
ャン都から最も近い CBET のサイトでもある。プーカオクワイ NBCA は，国際連合開発計
画（UNDP）の支援の下で，ラオス国家観光庁と世界観光機構（UNWTO）のコンサルタン
トが合同で作成したマスタープランの中で，観光開発として重要な CBET のサイトの 1 つ
として挙げられている。（神澤，2004）。
1-2　先行研究のサーベイ，および本論文の目的と構成
　これまでの当該地域の CBET に関する既存研究として，Douanphosy, Han and Ping 
（2015） では，プーカオクワイ NBCA における CBET を環境評価し，また地域コミュニテ
ィの CBET への参加に関して分析している。その分析結果では，当該の CBET は，エコツ
域に居住するモン・クメール語系のラオトゥン（中地ラオ族），最後に標高800m 以上の山頂地域に
居住するミャオ・ヤオ語系とチベット・ビルマ語系が含まれるラオスン（山地ラオ族）である。
4）　薮田（2015，130ページ）は，「エコツーリズムを実現する要素は何かについての議論とは別に，
エコツーリズムを実現する過程で，貧困や地域格差の解消，地域の人々の厚生の向上，より積極的
かつグローバルな視点からの環境保全，教育効果など，期待されるエコツーリズムの効果に関する
議論があ」り，CBET は，「まさに，地域の人々や観光に携わる人々の厚生の視点を強調した議論
である」と述べている。
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ーリズムとしての高い潜在能力があることを明らかにしている。また，当該の論文では，地
域コミュニティは，CBET への参加に対して積極的であることを示している。Sirivongs 
and Tsuchiya （2012）では，プーカオクワイ NBCA において，CBET に参加している村落
ほど当該地域での資源管理に対して積極的であることを定量的に明らかにしている。これ
は，自然環境を保全・保護することで，エコツーリズムによる収入が期待できることが理解
できるからであると指摘している。
　これまでの先行研究から，当該地域の CBET はエコツーリズムとしての潜在的な可能性
があり，地域コミュニティは CBET に対して積極的な姿勢を示していることがわかった。
その一方で，先行研究では，CBET の運営がどのようなガバナンスの下で実施されている
かが検討されていない。また，地域コミュニティは，そのガバナンスにおいて，十分に参加
ができているか，あるいは十分に収益を得ることができているかが検討されていない。須永
（2012）は，CBET 事業の意思決定に地域コミュニティが十分に参加できていない事例や地
域コミュニティに十分な収益が配分されない事例を挙げている。
　ここで，観光地では，効率的な資源配分が達成されない，あるいは，観光資源である自然
環境の減少・劣化が生じるという「観光地の悲劇」問題に直面する可能性がある。これは，
観光地が誰でも利用できる一方で，ある個人の利用が他者の利用を妨げるというコモンプー
ル財（以下，CPR）の性質を持っているためである（薮田・伊佐，2004）。「観光地の悲劇」
を回避するためには，それぞれのステークホルダーに観光資源を保全するインセンティブを
与えることで利害関係を調整し，持続的にコモンプールを利用，管理するためのガバナンス
を考察する必要がある。
　そこで，本論文では，薮田・伊佐（2003）に依拠し，エコツーリズムにおける観光資源を
CPR として捉えて，その管理・運営の主体として地域コミュニティを位置付けて，そのガ
バナンスの在り方を考察（コモンプール・アプローチ）していく。その際，薮田・伊佐
（2004）で示されている「エコツーリズムの原則」と，井上（2003）による地域コミュニテ
ィの「参加」の分類に着目していく。
　以上を踏まえて，第 2 章では，本論文の分析手法であるコモンプール・アプローチについ
て説明する。第 3 章では，筆者が実施した現地調査に基づき，当該地域の CBET に関して
定性的な分析結果を示す。第 4 章では，第 3 章の分析結果を踏まえて考察を加えていく。
2 ．分析の視点
　前章第 2 節で CBET が指摘したような「観光地の悲劇」に陥らず，持続可能な観光であ
るためには，経済学の視点から 2 つの問題を考慮しなければならない（薮田，2015）。以下
では，それらの問題を経済学の理論から説明したい。
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　 1 つ目として，観光地では，外部不経済が生じるために価格メカニズムが機能せず，社会
全体の利益が最大化されない「市場の失敗」の問題に直面する。これは，観光資源が利用者
間で競合的な関係にある（ある者の利用によって他の者の利用がしにくくなる）一方で，観
光資源は，誰しもが利用することができる CPR であるためである。観光地では，誰しもが
自由に利用することができるために，観光客が増加してくると，各観光客の利用は，相互に
負の影響を与え合う（外部費用が発生する）状況に陥る。例えば，観光地が混雑することで
景観が悪化するような状況が挙げられる。
　 2 つ目に，観光資源が自然資源の場合，その持続可能性についても配慮しなければならな
い。自然資源が持続可能に利用されるためには，その利用水準を自然資源の持つ環境容量
（Carrying Capacity）の範囲内に抑える必要がある。しかし，たびたび観光地では，その環
境容量を超えて再生不可能になるほどに観光資源が利用され，観光資源の枯渇や衰退を招い
ている（薮田，2015）。
　以上のように，市場の失敗を回避し，かつ観光資源の持続可能な利用と管理を実現するた
めには，利用者間での利害関係を調整するような管理・運営が求められる。それでは，どの
ような管理・運営が望ましいのであろうか。公共政策の観点からは， 1 つは，政府の介入が
求められる。具体的な施策としては，産業規制や観光客の数量規制のような直接規制
（Command and Control），あるいは税金や補助金のようなインセンティブ規制が挙げられ
る。しかし，中村（2008），薮田（2015），薮田・伊佐（2007）は，エコツーリズム，ないし
は CBET が持続可能な事業であるためには，政府による介入だけでは十分ではなく，地域
コミュニティによる管理・運営への「参加」も必要であることを示している。
　薮田・伊佐（2007）は，地域コミュニティもアクターとして含めた管理・運営の下で，エ
コツーリズムが目指すべき施策を原則としてまとめている（表 2-1 を参照）。本論文の分析
対象は，CBET であるが，前述したように，CBET は，地域コミュニティを基礎としたガ
バナンスや地域コミュニティの厚生の視点を強調したエコツーリズムの一形態である。この
ため，本論文は，CBET の分析にもこの原則を適用することができると考える。
　ここで，地域コミュニティの「参加」とは，どのような形態であり，またどの程度のもの
を指しているのであろうか。CBET に限らず，「参加」型と謳っている開発援助の現場にお
いてはいえることではあるが，政府や NGO/NPO などの指導・支援の下で，地域コミュニ
ティの「参加」のレベルはまちまちである。ここで，井上（2003）による「参加」の分類
は，CBET における地域コミュニティの「参加」を評価するのに役立つものである（表 2-2 
を参照）。CBET において，最も望ましい地域コミュニティの「参加」のレベルは，「一体
的に協力する」や「自ら動員する」である。つまり，地域コミュニティは，事前調査，計画
策定，実施，評価といったすべてのプロセスにおける意思決定や共同の活動に関与する，あ
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表 2-2　「参加」の分類
「参加」 内容 アプローチ
知らせる
Informing
外部の専門家により決められた結果が住民に伝え
られる。外部から住民への一方向のコミュニケー
ション。
トップダウン型の参加の
アプローチ
情報を収集する
information gathering
外部の専門家の質問に住民が答える。住民から外
部への一方向のコミュニケーション。
協議する
Consultation
会議や公聴会などを通して外部の専門家が住民と
相談・協議する。双方向のコミュニケーション。
しかし，住民は分析や意思決定には関与できない。
懐柔する
Placation
住民が意思決定過程に参加する。しかし，主要な
意思決定には関与できない。
専門家が主導する参加型
アプローチ
一体的に協力する
Partnership
事前調査，計画策定，実施，評価といったすべて
のプロセスにおける意思決定や共同の活動に住民
が参加する。参加は強制ではなくて権利である。
内発的ボトムアプローチ
自ら動員する
self-mobilization
住民が率先して活動し，外部の専門家がそれを支
援する。
　（出所）　井上（2003，314-316ページ）を参照して筆者作成。
表 2-1　エコツーリズムの原則
エコツーリズムの基本原則 主な施策
持続可能な資源利用
キャリングキャパシティの推計（生態的，社会的，環境的飽和水準の測
定など）
境界（バウンダリー）の明確化
過剰消費と浪費の抑制
インセンティブ規制（課税，補助金など），産業規制（直接規制，自主
的規制，企業の社会的責任など），観光客管理（ゾーニング，交通規制，
観光客誘導・分散など）
環境的多様性，文化資源の
維持
保全地域規制（国立公園，生物保護地域，特定領域指定など），文化財
の保全施策（文化財保護法など）
地域計画策定，地域経済の
維持
環境，観光基本計画策定，環境影響評価（費用便益分析，マテリアルバ
ランスモデル，GIS，エコラベリング，環境計画など）
地域共同体との連携，組織
間の協働
住民参加による審議および協働（情報公開，情報共有，審議会の設置運
営，住民行動調査，表明選好調査など）
関係者の教育 観光知識および技術訓練（地域ボランティアガイド育成，環境教育など）
適切なマーケティング
観光客の管理・運営，観光客満足（観光客・業界の管理規制，関連条約
など）
モニタリングと研究調査 持続可能指標の作成および活用（環境，社会，まちづくりなどとの連携）
（出所）　薮田・伊佐（2007）の表 6-1 を参照して筆者作成。
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るいは，地域コミュニティが率先して活動し，外部の専門家がそれを支援する「内発的ボト
ムアプローチ」が理想的なアプローチである。CBET に関する既存研究においても，事業
の計画立案や意思決定に至るまで，地域コミュニティの主体的な「参加」が求められてい
る。例えば，Khanal and Babar （2007）は，CBET は，地域コミュニティ自身により管理，
運営が為されるものであり，その意思決定は地域住民によって行われるものであると指摘し
ている。また，中村（2008）は，CBET では，地域コミュニティが「計画立案・意思決
定」，「管理・運営」，「利益の享受」の面でプロジェクトにかかわる必要があると述べてい
る。
　ただし，地域コミュニティの「参加」が求められる一方で，CBET への地域コミュニテ
ィの参加を促すためには，適切な収益配分の仕組みを設計する必要がある（須永，2012）。
CBET からの恩恵が地域コミュニティに十分還元されなければ，地域コミュニティが
CBET に参加するインセンティブは低くなる。あるいは，たとえ恩恵が還元されたとして
も，CBET からの収益が一部のメンバーしか享受されてない場合，村落内での格差を広げ，
内部で衝突が生じる可能性もある。Khanal and Babar （2007）は，CBET からの収益は，
地域コミュニティに直接向かう必要があると述べており，Kiss （2004）は，CBET が成功す
るためには，地域コミュニティに対して CBET の活動に関与することの動機を与える必要
があると指摘している。
　以上から，本論文では，調査地域の CBET を薮田・伊佐（2007）のエコツーリズムの原
則に照らし合わせながら評価していく。その際，地域コミュニティの「参加」の形態と
CBET からの利益配分の構造を踏まえて分析を行う。
3 ．プーカオクワイ NBCA の概要と現地調査 
　本章では，調査対象地域の概要とインタビュー調査の方法について述べる。プーカオクワ
イ NBCA は，面積が2,000㎢で，ビエンチャン都，ビエンチャン県，ボリカムサイ県の 3 つ
の地域が含まれた保護区であり，1993年に首相令164号に基づき設立された。プーカオクワ
イ NBCA は，水牛の角のような山塊であることから別名 “Buffalo Horn Mountain” と呼ば
れている。その山塊の中で最も高い山はプーサン山で，その標高は1,666m である。
　プーカオクワイ NBCA の入り口は，ビエンチャン県とボリカムサイ県の 2 つのみであ
る。ビエンチャン市からアクセスが良いボリカムサイ県の入り口は，ビエンチャン市内から
国道13号線を通って約100㎞離れたハッカイ村の付近にある（図 3-1 を参照）。調査地である
ボリカムサイ県は，ラオス中部に位置し，面積は14,863㎢，人口は281,207人である。
　プーカオクワイ NBCA は，2003年からラオス観光局と森林局，および DED （Deutscher 
Entwicklungsdienst: German Development Service）事業の技術支援を得て，ボリカムサイ
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県ターパバート郡のナー村とハッカイ村の 2 村落を対象に CBET 事業が開始された
（Douanphosy, Han and Ping, 2015）。また，デンマークとスウェーデンの支援を受けて，観
光客に保護地域に関する情報を伝えるビジターセンターの設立（神澤，2004），ホームステ
イをする世帯への支援などが行われている。例えば，当該地域では，ガイドやホームステイ
の受け入れ世帯に対して英会話の研修を実施している。図 3-2 と図 3-3 は，各村落の観光事
務所とホームステイ先に掲示されている食事に関する英語とラオス語での会話集とラオス語
の表現方法に関するポスターの写真である。　ナー村は，ビエンチャンから国道13号線を通
って約90km の地点にある。ハッカイ村は，ナー村からさらに約10km 先にある。ナー村に
おける主なエコツーリズムの活動は，野生の象の観察，現地の手工芸品の販売，森の中での
トレッキングである。ハッカイ村は，もともと軍用地で密林の付近にあり，プーカオクワイ 
NBCA の入り口に近い。ハッカイ村の主な観光は，ボートでの川下り，滝（Tad Leuk, Tad 
Xay, Pha Xay,）付近のトレッキング，そして，多種多様な蘭の観察や林野内でのトレッキ
ングである。
　表 3-1 に，プーカオクワイ NBCA 内の観光スポットと観光資源がまとめられている。
図 3-4 の写真は，ハッカイ村の近郊の滝の Tad Xay と Pha Xay，および野生の蘭である。
　筆者は，ラオス国立大学林学部の協力の下で，2015年 9 月 9 ～10日と2016年 3 月11～21日
に，ナー村とハッカイ村に現地調査を行った。表 3-2 は，ナー村とハッカイ村の概要であ
る。インタビュー調査は，半構造化形式で，各村の村長と村落内の観光担当のリーダーのそ
れぞれに行った。
図 3-1　プーカオクワイ NBCA の地図
　　　　　　（出所）　プーカオクワイ NBCA のホームページから引用した画像をもとに筆者作成。
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図 3-2　村落の観光事務所（左がハッカイ村，右がナー村）
図 3-3　食事に関する英語とラオス語での会話集
　（出所）　筆者撮影。
　　　　（出所）　筆者撮影。
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　ハッカイ村は，1789年に設立された村落であり，面積1,182ha で，人口が551人，世帯数が
97世帯であり， 6 つのヌアイが存在している。ナー村は，ハッカイ村より新しい村落で1948
年に設立され，面積が2,250ha，人口が668人，世帯数が125世帯であり， 8 つのヌアイが存
在している。ヌアイとは，村落において世帯を空間的なまとまりで分けてつくられたグルー
プであり，全世帯がヌアイに所属する。各ヌアイには村長から選任された長がおり，その長
がヌアイの取りまとめを委任されている。例えば，村落内での揉め事は，まずヌアイの長が
仲介し解決に努めることになる。
表 3-1　プーカオクワイ NBCA における観光資源と観光関連施設
自然環境
滝
6
Tad Phou Khao Khouay, Pha Xet, Tad Xang, 
Tad Leuk, Tad Xay, Pha Xay,
池 1
Ang Nam Leuk
河川 3
Nam Gnong, Nam Leuk, Nam Mang
山 3
Phou Xang, Phou Khouay , Phou Ho
象の生息地 2
野鳥の生息地 2
蘭 3
観光活動
バードウォッチング 3
カヤッキング 1
ボート 3
村落でのホームステイ
2
ナー村とハッカイ村（ボリカムサイ県）
景観 3
観光施設
エコロッジ 1
レストラン 1
キャンプサイト 1
インフォメーションセンター 1
ゲストハウス 3
（出所）　筆者が作成。
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4 ．調査結果と分析
4-1　当該地域のガバナンスと地域コミュニティの参加
　図 4-1 は，当該地域の CBET における各ステークホルダーの関係性を示したものである。
観光客は当該地域に訪問する際は，事前に村落の観光担当に連絡をしなければならない。連
絡の方法は，旅行代理店でツアーに申し込むか村落の観光担当に直接連絡をするかのいずれ
かである。受け入れ側の体制としては，村落の観光担当は観光客をガイドする村民やホーム
ステイ先の世帯を決定する。NGO/NPO や行政（観光局や森林局）は現地のガイドやホー
ムステイへの技術支援を行っている。また，プーカオクワイ NBCA は，行政によって管
図 3-4　プーカオクワイ NBCA 内の観光資源（上段：Tad Xay と Pha Xay，下段：蘭）
（出所）筆者撮影。
表 3-2　基 本 情 報
人口 世帯 ヌアイ 面積 （ha） 村落の設立年
ハッカイ村 551 97 6 1,182 1789
ナー村 668 125 8 2,250 1948
（出所）　現地調査に基づいて筆者作成。
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理・運営されている。観光地であるプーカオクワイ NBCA の境界上や出入り口のモニタリ
ングは，軍によって行われている。大学をはじめとする研究機関は，プーカオクワイ
NBCA 内の環境調査を行っている。　
　つぎに，当該地域の CBET において，地域コミュニティの「参加」について検証したい。
地域コミュニティの「参加」は，村落に訪問した観光客のガイドやホームステイの受け入れ
など実施（operational）段階のみに限られており，CBET 事業の事前調査，計画策定，実
施，評価のプロセスの意思決定には参加していない。また，プーカオクワイ NBCA の資源
管理は，政府によるコマンド & コントロールで実施されており，地域コミュニティは関与
していない。
　このことは，地域コミュニティが地域の自然環境を観光資源として認識せず，自然環境を
保全・保護することで観光地としての魅力を高めるという認識がない可能性を示唆してい
る。実際に，ナー村では，野生の象の観察ツアーが行われていたが，最近では密猟などが原
因で観察できなくなった。ナー村では，図 4-2 写真にあるように現在でも野生の象の観察を
謳った看板が掲示されているが，「その看板に偽りあり」という状況にある。地域の観光資
源を保全・保護するためには，政府だけではなく地域コミュニティの協力（モニタリングな
ど）も求められる。
　以上から，当該地域の CBET を井上（2003）の分類に従って検証すると，当該地域の
CBET は，「知らせる」，「情報収集する」，「協議する」のレベルでの「参加」であり，トッ
プダウン型の参加のアプローチであることがわかる。
図 4-1
（出所）　筆者が作成。
旅行代理店
村落の観光担当
ホームステイ
ガイド
プ カーオクワイNBCA
観光客
NGO／NPO
行政（観光局，森林局）
技術支援
ガイド
管理・運営
モニタリング
軍 研究機関
調査
観察小屋
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4-2　収益配分の構造
　それでは，当該地域の CBET における上記のような収益は，どのように当該地域に還元
されるのであろうか。観光客が当該地域に支払う資金の金額は，表 4-1 にまとめられてい
る。はじめに，現地のガイドやホームステイを利用した場合のような村落内の個人への支払
いである。つぎに，村落への寄付金である。最後に，プーカオクワイ NBCA への入山料で
ある。現地の収益配分の仕組みの骨組みは，ラオス観光局とドイツの援助機関 DED が設計
した。ただし，部分的なルールについては村落内部で修正し，行政に申請が可能である。
　ここで，CBET から当該地域に還元される収益は以下 3 つのように活用されていること
が明らかになった。観光客から支払われる資金の流れは図 4-3 で示されている通りである。
　 1 つ目に，CBET からの収益は，村落内の低所得者層への雇用創出と生計向上の手段と
して用いられている。前述したように， 2 村落では，村落内の希望者すべてがガイドやホー
ムステイに携われるわけではなく，村長がその希望者の中からガイドとホームステイ先を選
抜して雇用している。ここで，表 4-2 に示されているように， 2 村落ともに，ガイドやホー
ムステイに携わっているのは村落内でごく一部である。ハッカイ村では，全人口の3.6％が
ガイドとして雇われており，全世帯の2.0％がホームステイを受け入れている。ナー村で
は，全人口の3.0％がガイドとして雇われており，全世帯の1.5％がホームステイを受け入れ
ている。その選抜の際の判断基準は 2 つある。 1 つ目は，ガイドをするにあたっての体力，
知識やコミュニケーション力などの技能を考慮する。また， 2 つ目の基準として，希望者の
図 4-2　ナー村の看板
　　　　　　（出所）　筆者撮影。
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表 4-1　当該事業の料金表
村落
ハッカイ村 ナー村
ガイド 100,000 kip/1~6人 tourists 100,000 kip/1~6人 tourists
ホームステイ 30,000 kip/night/person 30,000 kip/night/person
食事 30,000 kip/meal/person 40,000 kip/meal/person
NBCA への入山料 50,000kip 50,000kip
村落への寄付金 50,000kip 50,000kip
観察小屋での宿泊 - 100,000kip/night/1~6人 tourists
（出所）　筆者作成。
図 4-3　当該地域の収益配分の構造
　（出所）　筆者作成。
村落基金
行政
地元ガイド
ホームステイ
小規模融資
寄付金
入山料
宿泊料・食事代
ガイド料
プ カーオクワイ NBCA 関連事業
村長
公共政策
・自然環境の保全
・キャパシティビルディング
・地域開発 etc.
副村長
行政官
村民
選別
村民
観光客
観察小屋
地元ガイド
利用料
返済
収益の一部
表 4-2　 2 村落におけるガイドの人数とホームステイの世帯数
村落
ハッカイ村 ナー村
ガイド（人） 20 （3.6%） 26 （3.8%）
ホームステイ（世帯） 11 （2.0%） 10 （1.5%）
　（注）　括弧の中は全体に対する割合である。
（出所）　筆者作成。
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中で経済的に困難なものを優先的にガイドとして選抜する。この 2 つ目の基準を設けること
で，当該地域の CBET は，村落内の低所得者に雇用を創出し，村落内の格差縮小と貧困削
減が期待される。ただし，ホームステイに関しては，観光客が宿泊するのに十分であるかも
判断基準となるので，一概に所得の大きさによって選抜されるわけではない。また，ガイド
やホームステイの仕事の割り振りは，村落内の観光局のリーダーが行う。村落内の観光局の
リーダーは，担当世帯の農作業などの状況を鑑み，なるべく偏りなく平等になるように割り
振りを決定する。ただし，ナー村では，ホームステイをしている世帯はガイドになることが
できないが，ハッカイ村では両立が可能である。
　 2 つ目として，CBET からの収益は，村落基金の財源に充てられ，村落での金融サービ
スに活用されている。村落基金にプールされる資金は，観光客からの寄付金，観察小屋の使
用料，ガイドとホームステイに支払われる料金の一部である。観光客は，村落に対して寄付
金を支払わなくてはならない。この寄付金は，村落基金にプールされる。つぎに，野生動物
の観察小屋の利用料も村落基金にプールされる。さらに，ガイドとホームステイに支払われ
る料金の一部も担当者，担当世帯から徴収され村落基金にプールされる。これらのプールさ
れた資金は，副村長によって管理され，村民への融資に用いられる。例えば，家屋の建設，
大学への進学，あるいは農業資本の購入などで資金が必要な場合，村落のメンバーは村落基
金から融資を受けることができる。この村落基金は，村落内のセーフティーネットとしての
役割も持っている。ラオスの村落では，焼畑耕作や天水田による稲作のような天候などの自
然環境に依存し，不確実性の高い生業をしている世帯が多い。このために，村落基金は，一
時的に収穫不足になった世帯が利用できる資金源となっている。
　村落基金の金利は，ナー村では月 5 ％であり，ハッカイ村では月 3 ％である。ハッカイ村
では，観光局や DED の助言によって金利の大きさを決定していた一方で，ナー村では村落
会議で村民の総意をとって金利の大きさを決定していた。どちらの村でも収穫時期である12
月に返済する場合が多いという。
　ナー村では，竹製品の生産にかかる費用のために村落基金から資金を借りる世帯もあっ
た。この竹製品の生産は，村落の女性によって行われている。ナー村の手工芸品グループの
リーダー曰く，生産した竹製品は，ビエンチャンやタイで販売されるという。ナー村では，
かつて DED からの支援で竹製品の生産に関する技術指導が行われた。現在では，JICA の
農村開発支援のプログラムが行われている。その一方で，観光客への販売については，村落
単位で取り組まれておらず，個別の世帯で観光客の要望があれば販売している。今後，観光
客への販売も含めた竹製品のマーケティングと組織づくりが求められる。
　また，大学への進学費用で借り入れる世帯も多かった。進学後，ナー村に戻ってくるかは
不明だが，高等教育を受けた人材が観光業，あるいはその他の村落開発事業に携わることで
126 第48号中央大学経済研究所年報
当該地域の更なる発展が期待される。
　 3 つ目として，CBET からの収益は，当該地域で発生する外部性を内部するための財源
となっている。当該地域では，郡行政が観光客から NBCA への入山料を徴収しており，そ
の資金は，（ 1 ） 地域コミュニティによる絶滅危惧種の採取の防止，（ 2 ） 地域住民への代替
的な収入源の提供，および地域住民の生計向上，（ 3 ） エコツーリズムの活動を貧困削減や
環境保全と関連させることの意識づけ，（ 4 ） 保護地域で働くスタッフの能力と地位の向上，
（ 5 ） 国立公園内での違法な狩猟と伐採行為の防止に充てられる5）。
　このように入山料を財源にして地域の観光資源の保全や保護，あるいは人的資本への投資
を行うことで，地域全体の厚生を向上させることが期待できる。つまり，これは，徴収した
入山料を財源として外部費用を内部化する取り組みである。通常，外部性の問題がある場
合，個々人が経済合理的に行動したとしても，社会全体としては望ましい状態に至らないの
で，政府の介入によって外部費用の内部化をすることが求められる。現地では，絶滅危惧種
の採取などの違法な狩猟と伐採行為の防止，あるいは地域コミュニティへの代替的な収入源
の提供，生計向上や CBET への意識づけが行われており，これらの施策は，CBET におけ
る外部不経済の抑制につながることが期待できる。また，CBET における人的資本への投
資は，正の外部性として地域全体に恩恵を与える。
4-3　観光資源の利用，管理上の制度
　以下では，薮田・伊佐（2007）のエコツーリズムの原則に照らし合わせながら，当該地域
図 4-4　ナー村で生産された竹製品
　（出所）筆者撮影。
  
5）　プーカオクワイ NBCA のリーフレットを参照 （http://www.stdplaos.com/web-based/visiter_
information/national_protected_areas_in_laos/national_protected.html, 2015年12月22日に最終アク
セス）。
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の CBET における観光資源の利用，管理上の制度，およびそれぞれの課題を明らかにして
いく。表 4-3 に分析結果が整理されている。
　 1 つ目の「持続可能な資源利用」と 2 つ目の「過剰消費と浪費の抑制」についてみてみた
い。まず，「持続可能な資源利用」と「過剰消費と浪費の抑制」のために，プーカオクワイ
NBCA の境界線は，第164号「国家生物多様性保護地区に関する首相法令」の制定によって
明確に決められており，そして，プーカオクワイ NBCA の境界線上と入口では軍人による
モニタリングが行われている。さらに，「過剰消費と浪費の抑制」のために，観光客は単独
では，NBCA 内に入ることができず，必ず行政から認定を受けたガイドの同行が義務付け
られている。
　また， 2 つ目の「過剰消費と浪費の抑制」については，観光地の自然環境や景観を損ねな
いために，観光客は，原則，ゴミの持ち込みを規制しており，もし持ち込んだとしても持ち
帰りが義務付けられている。ただし，当該地域では，プラスチック，ペットボトル，ビン，
カンなどのゴミを処理する施設がない。このため，観光客が持ち帰らなかった，あるいはそ
もそも地元の人々が排出する不燃ゴミは，土の中に埋めて処理している。この点に関して，
観光の議論を超えて，当該地域の廃棄物処理の問題として，政府が取り組まなければならな
い課題である。
　 3 つ目として，「環境的多様性，文化資源の維持」のために，政府は，当該地域を NBCA
として設定して自然環境の保護に取り組んでいる。また，前述のとおり，行政は，観光客か
ら徴収した資金を財源として，NBCA の自然環境の保全・保護活動を実施している。
NBCA 内は軍人によってモニタリングされている一方で，夜中など警備の目を盗んで，密
猟や違法伐採が行われている。ナー村では，密猟のために野生の象が観察することができな
くなっている。
　 4 つ目の「地域計画策定，地域経済の維持」の項目においては，当該地域では，行政や
NGO/NPO による事業計画や村落基金を活用した地域開発が取り組まれていた。当該地域
での CBET 事業計画や制度設計については，行政や NGO/NPO の支援によって行われてい
る。また，観光収益を利用した村落基金は，地域コミュニティの発展に寄与するものであっ
た。
　 5 つ目に，当該地域の CBET では，地域コミュニティが事業に関与しており，その点に
おいて「地域共同体との連携，組織間の協働」が図られている。しかし，前述したように，
地域コミュニティの「参加」は限定的なものであり，「トップダウン型の参加のアプロー
チ」であった。
　 6 つ目の「関係者の教育」では，行政や NGO・NPO によって，村落の観光担当者やガイ
ド・ホームステイに携わる人々や世帯に対して研修が行われている。しかし，観光担当への
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インタビュー調査から，今後の課題として，外国人観光客に対する英語でのコミュニケーシ
ョンやホスピタリティに関する研修が求められている。
　 7 つ目の「適切なマーケティング」の項目としては，当該の CBET 事業では，豊かな自
然環境を有するプーカオクワイ NBCA を観光資源としてマーケティングし，エコツアーの
プランニング，現地のパンフレットの作成，あるいはホームページ上での情報公開を実施し
ている。また，訪問する観光客の地域コミュニティによる受け入れをしてもらうことで，観
光客に現地の魅力を十分に伝えることが可能となり，さらに，観光客の不適切な行動（例え
ば，ゴミの廃棄など）を防止することもできる。その一方で，ナー村では，密猟のために野
生の象が観察できなくなっているが，パンフレットやホームページ上での情報は改定され
ず，新たな観光資源のマーケティングは行われていない。
　最後に， 8 つ目の「モニタリングと研究調査」では，軍による NBCA の境界上と入口の
モニタリング，また一部の資源に関しては研究所や国立大学の調査の実施が挙げられる。
NBCA の境界上と入口では，軍によってモニタリングが行われている。研究調査として，
ビエンチャンには蘭の研究所があり，NBCA 内の蘭の生態が研究されている。また，
NBCA 内の森林については，ラオス国立大学によって調査されている。ただし，前述した
表 4-3　当該地域の施策と課題
エコツーリズムの基本原則 該当項目 課題
1. 持続可能な資源利用 ・NBCA の境界と入口の明確化
2. 過剰消費と浪費の抑制 ・NBCA の境界線上での出入口規制
・地域住民のガイドの同行
・ ゴミの持ち込みの規制と持ち帰りの
義務化
・不適切なごみ処理
3. 環境的多様性，文化資源の維持 ・ 国家生物多様性保全地域（NBCA）
の設定
・ 入山料（定額）を財源とした保全・
保護策
・野生の蘭や象などの密猟
・木材林産物の違法伐採
4. 地域計画策定，地域経済の維持 ・行政や NGO
・ NPO による事業計画・村落への寄付金
・観光地までの道路整備
5.  地域共同体との連携，組織間の
協働
・地域コミュニティの観光への「参加」 ・ 計画段階や意思決定への地域住民
の参加
6. 関係者の教育 ・村落の観光担当者への行政や NGO
・NPO による研修
・地域住民への英語教育
7. 適切なマーケティング ・ 地域コミュニティによる観光客の受
け入れ
・CBET に関する留意点の掲示
・ インターネット上や観光代理店で
の現地情報の改定
・観光資源の開発
8. モニタリングと研究調査 ・ 軍による境界上と出入口のモニタリ
ング
・ 一部の資源に関しては外部の研究所
や国立大学の調査が行われている。
・ 地域コミュニティによる定期的な
モニタリング
（出所）　薮田（2015）を参照して筆者作成。
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ように，現地では，野生の蘭や象などの密猟や木材林産物の違法伐採が起きており，軍だけ
ではなく，地域コミュニティによるモニタリング活動も求められる。
5 ．ま と め
　本章では，まず，本論文で明らかにした点を整理した上で，今後の当該地域の CBET の
今後の展開について考察したい。
　本論文で明らかになった点として，はじめに，当該地域の CBET では，地域コミュニテ
ィの参加形態は，国家主導によるものであり，地域コミュニティの参加は限定的なものであ
ったことである。つぎに，CBET から当該地域への収益の配分について明らかになった。
当該地域への収益は 3 つに分類されることがわかった。（ 1 ）二村落では，村落内の低所得
世帯に優先的に収益を配分している。（ 2 ）CBET の収益の一部は，村落内のマイクロファ
イナンスの財源に充てられていた。（ 3 ）プーカオクワイ NBCA への入山料は，政府による
公共政策の財源となっていた。
　最後に，当該地域の CBET の主な課題と，それらに関する今後の展開を考察したい。 1
つ目として，これは，下記の課題すべての関連することであるが，地域コミュニティの更な
る「参加」が求められる。CBET の先行研究になるように，計画段階や意思決定の段階に
も，地域コミュニティの参加がすることが望ましい。しかし，現実には，いきなり地域コミ
ュニティが計画段階や意思決定の段階に参加したとしてもうまく運営することは困難であろ
う。そこで，まずは，現状の「知らせる」，「情報収集する」，「協議する」の「トップダウン
型の参加のアプローチ」のレベルから，専門家の協力の下で部分的な意思決定に地域コミュ
ニティに参加を促し，その運営を支援するように「専門家が主導する参加型アプローチ」に
移行する。そして，最終的に，事前調査，計画策定，実施，評価といったすべてのプロセス
における意思決定や共同の活動に住民が率先して活動し参加し，外部の専門家がそれを支援
する，「一体的に協力する」，「自ら動員する」という「内発的ボトムアプローチ」に移行す
ることが望ましい。
　例えば，地域コミュニティの「参加」の 1 つとして，地域コミュニティによる定期的なモ
ニタリング活動が考えられる。当該地域では，観光地は NBCA 内にあるために，境界が作
成されており，軍による出入り口の監視が行われている一方で，ナー村の付近では野生の象
が消失してしまい，また蘭や木材の違法な伐採が行われており，観光資源の持続性が危ぶま
れている。
　その他の課題として， 2 村落ともに，地域住民から観光客と英語でのコミュニケーション
が図れるように研修が求められている。現地では，かつて行政や NGO/NPO による語学の
研修があったが，継続的には行われていない。今後は，地域コミュニティ内で相互に英語を
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学習できるようにテキストの配布や学習プログラムの実施が求められる。また，村落から観
光地までの道路や橋などの社会資本の整備が必要である。当該地域では，雨季になると観光
地どころか村落自体にアクセスすることが困難になる。 1 年間を通じて，安定的に観光客を
誘致するためには，道路などの社会資本を整備することが求められる。さらには，現地の状
況や要望に応じて，マーケティング戦略を打ち出していくべきである。マーケティング戦略
の 1 つとして，ナー村においては，野生の象が消失した可能性が高い以上，新たな観光資源
の開発とそのマーケティングが求められる。その上で，現地の看板，インターネット上の情
報や旅行代理店のプランなどの情報を改定すべきである。
　本論文の残された課題を明らかにしたい。本論では，コモンプール・アプローチの分析視
点から，プーカオクワイ NBCA における CBET の現状と課題を定性的に明らかにしてき
た。本論文では，当該事業の運営体制，収益の配分構造，観光地の利用・管理に関するルー
ルに着目してきた。その一方で，本論文では各地域住民が持つ評価については明らかにして
いない。地域コミュニティが CBET からの恩恵を享受しているかを明らかにするためには，
地域住民一人一人の評価について着目する必要があるだろう。また，どのような要因が
CBET の評価を決めているかを明らかにすることで当該事業の今後の展開を考察すること
ができる。この点を明らかにするためには，アンケート調査に基づく定量的な分析が求めら
れるだろう。この点に関する分析と考察は別稿に譲りたい。
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